
論文 二次壁損傷による耐力低下を考慮した RC 構造物の非線形時刻歴

地震応答解析と耐力低下の影響 
 

近藤 達也*1 高橋 典之*2 

 

要旨：鉄筋コンクリート造の二次壁を構造耐力として耐震設計に考慮する取り組みが進められている。本研

究では，段階的耐力喪失解析で得られた骨格曲線を参考に，多質点系および一質点系モデルの漸増動的解析

IDA（Incremental Dynamic Analysis）を用いて二次壁の耐力低下が地震応答に与える影響について分析した。

多質点系 IDA 解析での応答のばらつきは，耐力喪失到達地震動レベルに対し，耐力喪失部材発生階順で大

きかった。一質点系 IDA 解析ではそれより小さめの地震動レベルから応答のばらつきが現れはじめた。 

キーワード：段階的耐力喪失解析，IDA，耐力低下，地震応答 

1．はじめに 

鉄筋コンクリート構造物における袖壁，腰壁，垂壁と

いった二次壁を積極的に構造設計に反映させる研究開

発が幅広く進められており例えば 1），二次壁の耐力低下を

考慮した Pushover 解析手法の提案 2）もなされるように

なってきた。二次壁や非構造壁を考慮した建物の耐震性

能評価にあたっては，中小地震で水平力をいくらか負担

していた壁部材の部分的な破壊によって耐力低下を伴

う構造物の復元力特性が地震応答に与える影響がどの

ようなものかを把握することが重要になる。 

本論文では，二次壁を有する鉄筋コンクリート造建物

を対象に段階的耐力喪失解析 2）を行い，得られた結果か

ら質点系モデルへの置換を行い，耐力劣化を考慮した tri-

linear 履歴則を用いた多質点系モデルおよび一質点系モ

デルの非線形時刻歴地震応答解析を通し，耐力劣化が地

震応答にどのような影響を与えるのかを調べる。その際，

入力地震動強さを漸増させながら非線形時刻歴地震応

答解析を行う漸増動的解析 IDA（Incremental Dynamic 

Analysis）3)を用いた考察を行う。 

 

2．段階的耐力喪失解析 

2.1 段階的耐力喪失解析の手順 

本論文では，文献 2）を参考に段階的耐力喪失解析を

行った。段階的耐力喪失解析は，Pushover 解析時に破壊

規準（部材の限界状態）に到達した耐力喪失部材が発生

した場合に，そこで一旦解析を終了し，当該部材を両端

ピンとして変形・応力を初期状態に戻し，再度 Pushover

解析を実施しなおすもので，また耐力喪失部材が生じた

ら同様の対応をとって解析を繰り返す。耐力喪失部材の

判定条件は以下の条件を満たすものとした。 

・部材の負担せん断力がせん断耐力に達していること。 

・部材せん断歪みが耐力喪失想定せん断歪みを上回って

いること。 

具体的には，耐力喪失部材が発生する解析ステップで，

負担せん断力がせん断耐力を上回る部材，かつ，せん断

歪みが耐力喪失時のせん断歪みに対し 95%以上になっ

ている部材に対し，前述の処理に基づいて計算を行った。

なお軸力は，既往の研究でも指摘されているように 2），

実際には耐力喪失後完全に保持することはできないと

考えられるが，部材を完全に除去すると長期応力の分担

が変わってしまい再解析前後の結果の連携が煩雑とな

るため，両端ピン部材でモーメントは負担しないものの

軸力は保持できるものと仮定して解析を進めることに

した。段階的耐力喪失解析の概要を図－1 に示す。 

図－1 段階的耐力喪失解析の概要 2） 

 

2.2 検討対象架構 

検討対象架構は，田尻ら 4）が実施した水平加力実験で

用いられた RC 造 6 階建て共同住宅を想定した部分架構

（桁行方向の廊下側構面 2 層半，外柱とそれらをつなぐ

梁からなる 1 スパンを想定した試験体）を参考にしつつ，

後述する IDA 解析で質点系モデルに置換することを踏

まえ，3 層 1 スパンの図－2 に示すような解析モデルを

検討対象架構とした。 
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図－2 に示す解析モデルについて，柱断面は 400mm×

400mm 角，主筋 16-D16，帯筋□D10@100，梁断面は

250mm×350mm，主筋 4-D16，あばら筋□D10@100，二

次壁は厚さ 100mm，壁筋は縦横共 D6 ダブル@100 を基

本とし，ドア開口上部のあばら筋，壁縦筋は@50，開口

脇の壁縦横筋は D10 としている。材料特性を表－1，表

－2 に示す。載荷は試験体頂部の 3 層の質点位置（図－

2の矢印位置）において行い，頂部変形角が 1/3200，1/1600，

1/800，1/400，1/200，1/100，1/50，1/33，1/25 の正負交番

載荷を行った。なお，柱軸力は，文献 4）に従い，想定建

物 6層分の重量相当の荷重として各々の柱に 346kNの圧

縮力が作用しているものとする。 

 

2.3 部材モデル 

建物の解析モデルを図－3 に示す。開口周辺の壁につ

いて，袖壁は個別に扱い，腰壁，垂壁は梁断面に含める

モデルとした。柱および袖壁，方立壁の曲げ・軸復元力

特性はファイバーモデルとして考慮し，せん断復元力特

性はバイリニア型のせん断ばねとして考慮した。大梁は

トリリニア型の材端ばねモデルとして曲げ復元力特性

を考慮した（図－4）。その他の計算条件を以下に示す。 

a) ファイバー分割断面のうち鉄筋はバイリニア，コン

クリートはトリリニア逆行型とした 5)（図－5）。なお，

コンクリートの圧縮側耐力低下は考慮せず，引張側

は負担しないこととした。柱頭，柱脚については危険

断面位置において応力を評価し，算定された断面性

能をそれぞれ材長の半分（柱上部，柱下部）に適応す

ることで剛性低下を考慮した。 

b) 危険断面位置は袖壁，垂壁，腰壁がある場合には二次

壁端となるように設定した。剛域は文献 6）を参考に，

危険断面位置に対し 0.25D（D は袖壁，腰壁，垂壁を

含んだせい）だけ内側とした。 

c) 大梁耐力評価にはスラブ筋およびスラブ断面は考慮

しないこととした。腰壁については文献 7)を参考に

壁筋およびコンクリート断面を評価した（曲げ耐力

Mu は式(1)による。変数は図－6 を参照されたい）。 

 

𝑀௨ ൌ 𝑎௧௘ ∙ 𝜎௬ ∙ ሺ𝑑௘ െ 0.5 ∙ 𝑥௡ሻ  (1) 

但し，𝑎௧௘ ൌ 𝑎௧ ൅ 𝑎௧′ ∙
ఙ೤ᇱ

ఙ೤
 

𝑎௧௘ ൑ ቆ0.85 ∙ 𝐹௖ ∙ 𝑡 ∙
𝑥௡௕

𝜎௬
ቇ െ 𝑎௧′ ∙

𝜎௬′
𝜎௬

 

𝑥௡ ൌ 𝑎௧௘ ∙
𝜎௬

0.85𝐹௖
∙ 𝑡 

𝑥௡௕ ൌ
𝑐𝜀஻

𝑐𝜀஻ ൅ 𝑠𝜀௬
𝑑௘ 

表－1 コンクリートの圧縮強度，ヤング係数 4） 

 基礎 1 階 2 階 3 階 

圧縮強度（N/mm2） 49.5 34.8 42.1 33.1 

ヤング係数（N/mm2） 28885 25657 27339 25233

 

表－2 鉄筋の引張強度，ヤング係数 4） 

 D16 D10 D6 

引張強度（N/mm2） 365 344 342 

ヤング係数（N/mm2） 205000 

 

 

図－3 解析モデル 

 

図－2 検討対象架構（矢印：載荷点，単位：mm）

(a)材端ばねモデルの曲げ

復元力特性 
(b)各部材せん断ばねに

与えたせん断復元力特性

図－4 各部材モデルのばねの復元力特性 
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ここで，𝑎௧:梁引張側主筋断面積(mmଶ)，𝑎௧′:引張側

壁横筋断面積(mmଶሻ，𝜎௬:梁引張側主筋降伏強度(N/

mmଶሻ，𝜎௬′:引張側壁横筋降伏強度ሺN/mmଶሻ，𝐹௖:コン

クリート圧縮強度ሺN/mmଶሻ，𝑡:圧縮側壁厚，圧縮側に

壁がない場合梁幅(mmሻ，𝑑௘:引張鉄筋群の重心から

圧縮縁までの距離(mmሻ，𝑐𝜀஻:コンクリート圧縮強度

時歪み，𝑠𝜀௬:梁主筋の降伏時歪みである。 

d) 柱，方立壁，袖壁，大梁のせん断耐力式は文献 7）に

よる荒川 min 式および文献 8）によるせん断終局強度

式を用いた。せん断ばねの復元力特性は終局強度で

折れ点を有するバイリニア型とし，せん断ひび割れ

は考慮しないものとした。 

 

2.4 解析条件 

 本論文では耐力喪失部材は方立壁と袖壁のみとし，柱

や大梁は耐力喪失せず，せん断耐力に達したあとは初期

剛性の 1/1000 の剛性を持ち，耐力は維持するものと仮定

した。本論文では文献 9）と文献 10）を参考に，方立壁

部材角が 1/150rad，袖壁部材角が 1/50rad のときのせん断

歪みを 2.1 節の耐力喪失想定歪みとして計算を行った。 

 

2.5 解析結果 

段階的耐力喪失解析結果を図－7 に示す。縦軸にベー

スシア，横軸に頂部変位を取った。図－8 には文献 4)の

実験結果（部分架構の水平力―全体変形角関係）を示す。

参考にした実験試験体は 2.5 層の反曲点位置で切り出し

た部分架構であるが，本論文の解析対象架構は 3 層架構

を想定しており 1 割ほど実験試験体よりせん断力が大き

くなった。文献 4)の実験結果では，最大耐力は耐力喪失

後（二次壁耐力を除く）架構耐力の約 2 倍あったが，解

析では約 1.5 倍となった（最大耐力=916kN，耐力喪失後

架構耐力=590kN）。解析では壁の耐力喪失は見込むもの

の，柱や梁自体の耐力低下を考慮していないこと等が影

響したと考えられる。ここで，図－9 に解析時の耐力喪

失部材の発生順を示す。部材別には方立壁，袖壁の順で，

発生階については 2 階，3 階，1 階の順で，耐力喪失が発

生した。これは 2.2 節で参考にした実験における試験体

の耐力喪失発生順序と破壊過程が概ね一致しており，本

解析により耐力喪失過程を追跡できたものと判断した。 

 

3．IDA による耐力低下が地震応答に与える影響 

3.1 IDA の解析モデル 

前章で段階的耐力喪失解析を行った架構の荷重－変

形関係を参考に，質点系せん断ばねモデルを用いた IDA

を行う。質点系モデルの共通設定条件として，各層階高

ℎ௢=3.0m，各層重量𝑊௜=1000kN，内部減衰定数は瞬間剛性

比例型の 0.05 とした。耐力低下を有する復元力特性を評 

𝐸:ヤング率，𝜎௬:降伏強度，v𝜎௬:ひび割れ強度，𝛼:剛性低下率 

 

(a)鉄筋         (b)コンクリート 

図－5 ファイバー要素の材料構成則 

 
 

図－6 大梁の曲げ耐力計算で考慮した断面 

 

図－7 耐力喪失解析のベースシア－頂部変位 

 

図－8 実験部分架構の水平力－全体変位関係 4) 

 

価するため積分時間刻みは 0.001 秒とし，数値積分に

Newmark-β 法を用いた。質点系の骨格曲線は Takeda-slip

型 11)（図－10）の履歴特性を修正し，第一折れ点で壁部

材が最大耐力を迎え，第二折れ点で耐力低下後の壁以外

のフレームが水平耐力を負担する復元力特性を示すも

のとした（図－11）。第二折れ点変形角は，前章の段階的

応力度

歪み

∙

応力度

歪み

∙

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

0 50 100 150

ベ
ー

ス
シ
ア

[k
N

]

頂部変位[mm]

ベ
ー

ス
シ
ア

[k
N

]

頂部変位[mm]

上端引張 下端引張

 

- 123 -



耐力喪失解析結果（図－7）を参考に（架構頂部高さ

4500mm 位置での第二折れ点変位が約 130mm より）簡単

のため各層で𝑅௬௜ ൌ 1/33radとした。耐力低下のある

trilinear-slip 型の履歴特性の定め方は筆者らが既に提案

したもの 12)であるが，その概略を以下に簡単に説明する。 

耐力低下を考慮した trilinear-slip モデルは，Takeda-slip

モデル 8)における「ひび割れ点強度」すなわち「第一折

れ点強度」を，「降伏点強度」すなわち「第二折れ点強度」

よりも高く設定したもので，「第一折れ点」から「第二折

れ点」に向かう負勾配発生による指向点の不具合が生じ

ないよう修正したものである。具体的には，trilinear-slip

モデルにおける剛性設定をTakeda-slipモデルに倣い以下

のように定めている。 

ここに，𝐾௨：経験最大点指向剛性，𝐾௦：スリップ時剛性，

𝐾ௗ：スリップ後剛性，𝑄௠௔௫：経験最大せん断力，𝑋௠௔௫：

経験変位，𝑋଴：除荷後変位，𝑄௪஼：先行損傷部材破壊時

耐力（第一折れ点最大耐力），𝑄௒：第二折れ点せん断耐力，

𝑋஼：壁破壊（第一折れ点）変位（0.3𝑋௒），𝑋௒：第二折れ

点変位，指数=0.5，β=0.45 である。第一折れ点最大耐力

𝑄௪஼は，第二折れ点せん断耐力𝑄௒に対して 1.5 倍とし，

第二折れ点せん断耐力𝑄௒は式（5）より求めた。 

𝑄௬ ൌ 𝐶௬௜ ∙ Σ𝑊௜ （5）

但し，𝐶௬௜ ൌ 𝑍 ∙ 𝑅௧ ∙ 𝐴௜ ∙ 𝐶௢ 

𝑍 ൌ 𝑅௧ ൌ 1 

𝐴௜ ൌ 1 ൅ ቆ
1

ඥ𝛼௜
െ 𝛼௜ቇ ∙

2𝑇
1 ൅ 3𝑇

 

𝛼ଵ ൌ 1， 𝛼௜ ൌ
Σ𝑊௜ െ 𝑊௜

Σ𝑊௜
 

ここで，T=0.02H で H は建物高さとし，C0=0.4 とした。

一質点系への縮約は，各層階高ℎ௢および質量𝑚௢が一定で

一次固有振動モードとして逆三角形分布を仮定すれば，

等価高さ𝐻௘および等価質量𝑀௘がそれぞれ， 

𝐻௘ ൌ
2𝑁 ൅ 1

3𝑁
∙ 𝐻 ൌ

2𝑁 ൅ 1
3

∙ ℎ௢ （6）

𝑀௘ ൌ
1.5ሺ𝑁 ൅ 1ሻ
ሺ2𝑁 ൅ 1ሻ

∙ 𝑀 ൌ
1.5𝑁 ∙ ሺ𝑁 ൅ 1ሻ

ሺ2𝑁 ൅ 1ሻ
∙ 𝑚௢ （7）

で与えられる。ここで，𝑁は建物層数である。このとき，

降伏せん断耐力𝑄௒は式(8)で，第二折れ点変位は等価高さ 

 

図－9 耐力喪失部材の耐力喪失発生順序 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 Takeda-slip モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 耐力低下を考慮した trilinear-slip モデル 

 

と第二折れ点変形角の積で式(9)より求められる。なお，

𝑔は重力加速度とする。 
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3.2 入力地震動データセットの作成 

IDAに用いる入力地震動データセットとして，文献 13)，

14)を参考に，40 の強震動観測データからデータセット

を作成した。なお本論文では図－12 に示すように，建物 

一次固有周期（ここでは T1＝0.4 s）での加速度応答スペ 

クトル Sa（T1）を用いて入力地震動強さを規準化した。

すなわち，IDA で用いる入力地震動強さは以下のように

表される。 

ここで，𝑎ௌி：計算に用いる入力地震動（時刻歴波形），

𝑎：用意した模擬地震動の入力地震動（時刻歴波形），𝜆：

倍率，𝑆𝑎（𝑇ଵ）′：用意した模擬地震動の初期状態での

𝑆𝑎（𝑇ଵ）値，T1：本論文では 0.4 s，𝑆𝑎（𝑇ଵ）：IDA で用

いる入力地震動強さで本論文では 0~1200（gal）まで 10

（gal）刻みで地震動強さを漸増させた。 

 

3.3 IDA 解析結果 

図－13～図－15 に多質点系モデルを用いた IDA 解析

の各層の応答評価結果を（図－13 が 3 層，図－14 が 2

層，図－15 が 1 層の応答），図－16 に各層の標準偏差を

示した。また，図－17 に一質点系モデルを用いた IDA 応

答評価結果を示す。各図とも，縦軸に Sa（T1），横軸に最

大応答塑性率を取った。但しここで言う「塑性率」は，

第二折れ点変位の塑性率を 1 とし，第二折れ点変位に対

する応答変位の比率を「塑性率」と便宜上定義している。 

図－13～図－15 より，各層地震応答の大きい順は 1 層

＞2 層＞3 層の順となった。次に図－16 より各地震動デ

ータセットごとのばらつきを見てみると，変形角の大き

い 1 層で最大応答塑性率が 1 を超える Sa（T1）=900gal

あたり（すなわち耐力低下が開始する領域）では，2 階，

3 階，1 階の順で地震動による応答のばらつきが大きく

なる傾向が見られた。これは段階的耐力喪失解析におけ

る耐力喪失部材の発生階の順番（2 階，3 階，1 階の順）

と一致していた。IDA解析は静的漸増載荷ではないため，

耐力喪失部材発生順をつぶさに追うものではないが，耐

力喪失部材が早期に発生する層では，（Sa（T1）の大きさ

で基準化した地震動における Sa（T1）以外の）異なる地

震動特性によって地震応答のばらつきが大きくなる傾

向にあることが示された。 

図－17 に示す一質点系モデルの応答は，耐力低下以降

Sa（T1）が増大すると（Sa（T1）が 500gal を超えたあた

りから）急激に地震動セットごと応答のばらつきが大き

くなる傾向が見られた。これは，多質点系モデルでは各

層の復元力特性における耐力低下の影響の発現に差が 

 

図－12 Sa(T1)＝900[gal]で規準化した場合の加速度

スペクトル群の例 

 

図－13 IDA 解析結果（3 層の応答） 

 

図－14 IDA 解析結果（2 層の応答） 

 

図－15 IDA 解析結果（1 層の応答） 
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図－16 各地震動に対する各層応答塑性率の標準偏差 

 

図－17 IDA 解析結果（一質点系の応答） 

 

あり（そのため各層の応答のばらつきが段階的耐力喪失

解析における耐力喪失部材発生の早い順に大きい傾向

が現れたのだが）結果として架構全体で見たときに応答

のばらつきが均されたのに対し，一質点系では地震波形

（位相特性やパルス的性状など）の違いが耐力低下に至

らしめる地震動の大小に強く影響し，比較的小さい地震

動レベルからばらつきが現れはじめたと考えられる。 

 

4．まとめ 

段階的耐力喪失解析，および，これを踏まえた耐力低

下を考慮する履歴モデルによる IDA 解析を行った。多質

点系 IDA 解析の応答のばらつきは，1 層の応答が耐力喪

失を迎える地震動レベルにおいて，段階的耐力喪失解析

における耐力喪失部材発生階順（2 階，3 階，1 階の順）

で大きくなった。また，一質点系 IDA 解析では（地震動

データセット内の）地震波形の違いが耐力低下に至らし

める地震動の大小に影響し，比較的小さい地震動レベル

から応答のばらつきが現れはじめたと考えられる。 

今後，段階的耐力喪失解析に等価線形化法を適用した

応答推定と，IDA 解析による非線形時刻歴応答との比較

検討を行う予定である。 
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